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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　質量％で、
　Ｃ：0.010％超0.06％以下、　　　　　　　Si：0.3％以下、
　Mn：0.8％以下、　　　　　　　　　 　　 Ｐ：0.03％以下、
　Ｓ：0.02％以下、　　　　　　　　　　　 Al：0.1％以下、
　Ｎ：0.01％以下、                       Ti：0.05～0.10％
を含有し、残部Fe及び不可避不純物よりなる組成と、さらにフェライト相が面積率で95％
以上を占め、フェライト結晶粒が１μm以上の平均粒径を有し、かつ該フェライト結晶粒
内に平均粒径：７nm以下のTiCを分散析出させた金属組織と、を有し、かつ前記TiCのTiと
Ｃとの原子数比、Ti／Ｃが0.7以上1未満であり、コイル内での機械的特性の変動が小さい
ことを特徴とする降伏強さ530MPa以上で、伸びフランジ性に優れた高強度熱延鋼板。
【請求項２】
　前記組成に加えてさらに、質量％で、Ｂ：0.0020％以下を含有することを特徴とする請
求項1に記載の高強度熱延鋼板。
【請求項３】
　前記組成に加えてさらに、質量％で、Cu、Ni、Cr、Co、Mo、Sb、W、As、Pb、Mg、Ca、S
n、Ta、Nb、V、REM、Cs、Zr、Znのうちから選ばれた１種または２種以上を合計で、1％以
下含有することを特徴とする請求項１または２に記載の高強度熱延鋼板。
【請求項４】
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　表面にめっき層を有することを特徴とする請求項１ないし３のいずれかに記載の高強度
熱延鋼板。
【請求項５】
　前記めっき層が、亜鉛めっきまたは亜鉛含有合金めっきであることを特徴とする請求項
４に記載の高強度熱延鋼板。
【請求項６】
　鋼素材に、熱間圧延を施して熱延板とする熱延鋼板の製造方法であって、
　前記鋼素材を、質量％で、
　Ｃ：0.010％超0.06％以下、　　　　　　　Si：0.3％以下、
　Mn：0.8％以下、　　　　　　　　 　　　 Ｐ：0.03％以下、
　Ｓ：0.02％以下、　　　　　　　　 　　　Al：0.1％以下、
　Ｎ：0.01％以下、                       Ti：0.05～0.10％
を含有し、残部Fe及び不可避不純物よりなる組成を有する鋼素材とし、
前記鋼素材に、オーステナイト単相域に加熱したのち、仕上圧延終了温度：860℃以上105
0℃以下となる仕上圧延を施し、該仕上圧延終了後から750℃までの温度域で、30℃／ｓ以
上の平均冷却速度で冷却し、巻取り温度：580℃以上700℃以下でコイル状に巻き取ること
によって、フェライト相が面積率で95％以上を占め、フェライト結晶粒が１μm以上の平
均粒径を有し、かつ該フェライト結晶粒内に平均粒径：７nm以下のTiCを分散析出させた
金属組織を有するコイル内の機械的特性の変動が小さい熱延板とすることを特徴とする降
伏強さ530MPa以上で、伸びフランジ性に優れた高強度熱延鋼板の製造方法。
【請求項７】
　前記組成に加えてさらに、質量％で、Ｂ：0.0020％以下を含有することを特徴とする請
求項６に記載の高強度熱延鋼板の製造方法。
【請求項８】
　前記組成に加えてさらに、質量％で、Cu、Ni、Cr、Co、Mo、Sb、W、As、Pb、Mg、Ca、S
n、Ta、Nb、V、REM、Cs、Zr、Znのうちから選ばれた１種または２種以上を合計で、1％以
下含有することを特徴とする請求項６または７に記載の高強度熱延鋼板の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、自動車をはじめとする輸送機械類の部品、建築用などの構造用部材として好
適な、降伏強さ：530MPa以上で、伸びフランジ性に優れた高強度薄鋼板およびその製造方
法に係り、とくに鋼板（コイル）内の機械的性質の変動抑制に関する。ここでいう「鋼板
」は、鋼帯をも含むものとする。
【背景技術】
【０００２】
　近年、自動車業界においては、地球環境の保全という観点から、炭酸ガスCO2排出量を
削減すべく、自動車の燃費を改善することが常に重要な課題となってきた。自動車の燃費
向上には、自動車車体の軽量化を図ることが有効であるが、自動車車体の強度を維持しつ
つ車体の軽量化を図る必要がある。自動車部品用素材となる鋼板を高強度化し、素材を薄
肉化すれば、自動車車体としての強度を低下することなく、車体の軽量化が達成できる。
このようなことから、最近では、これらの部品用素材に対し、高強度化の要望が非常に強
くなり、これらの部品用素材への高強度薄鋼板の適用が増加している。
【０００３】
　しかし、高強度鋼板の強度や加工性の変動、すなわち鋼板（鋼帯）内の機械的性質の変
動が、これら部品への高強度鋼板の適用を阻害するようになってきた。というのは、強度
の変動は、スプリングバック量の変動を誘発し、プレス成形部品の形状を不安定にし、ま
た、強度の変動で伸びフランジ性も変動するため、プレス成形時の割れの原因にもなる。
　鋼板強度の変動は、一般的に、鋼板製造時に、鋼板の圧延方向、幅方向における温度履
歴の変動や、さらには圧延条件の違いにより生じた鋼板組織の変動により引き起こされる
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。
【０００４】
　このような問題に対し、例えば、特許文献１には、歪量20％以上の変形後、変形領域に
おいて、一方向に並んだ転位セル構造が二方向以上に交差している組織を有するフェライ
ト結晶粒を50％以上含むフェライト組織を60％以上含む引張強さ500MPa以上の高強度鋼板
が記載されている。特許文献１に記載された技術では、部材に成形したのちに、スプリン
グバック量を安定して低減でき、形状凍結性に優れた部材となるとしている。しかし、こ
の技術では、フェライト以外に、鋼板強度に影響する硬質相が存在するため、工業的規模
の製造においては、鋼板位置による製造条件のばらつきにより硬質相量が大きく変動し、
鋼板（コイル）内の鋼板強度の大きな変動をもたらすという問題があった。
【０００５】
　また、特許文献２には、形状凍結性に優れた異方性の小さな高加工性高強度熱延鋼板が
記載されている。特許文献２に記載された技術では、フェライト又はベイナイトを体積分
率最大の相とし、あるいはさらに１～25％のマルテンサイトや残留オーステナイトを含み
、1/2板厚における板面の特定な結晶方位群のＸ線ランダム強度比の平均値を2.5以上で、
且つ特定の3つの結晶方位のＸ線ランダム強度比の平均値が3.5以下で、圧延方向のｒ値お
よび圧延方向と直角方向のｒ値のうち少なくとも一つが0.7以下であり、均一伸びの異方
性ΔuElが４％以下で、かつ局部伸びの異方性ΔLEl以下である組織を有する高強度熱延鋼
板を得ている。これにより、スプリングバック量が少なく、形状凍結性に優れると同時に
異方性が少ない良好なプレス成形性を有する薄鋼板が得られるとしている。しかし、特許
文献２に記載された技術では、鋼板の集合組織が、コイルの長手方向、幅方向に安定して
得られず、また、さらには積極的に鋼板組織としてマルテンサイトや残留オーステナイト
を含有させるため、強度の安定性が著しく低下し、安定した形状凍結性を得ることはかな
り難しいという問題があった。
【０００６】
　また、特許文献３には、材質均一性に優れた高成形性高張力熱延鋼板が記載されている
。特許文献３に記載された技術では、Ｃ：0.1％以下で、Ti：0.02～0.2％を含み、Mo、Ｗ
から選ばれた１種または２種を、Ti、Mo、Ｗ含有量の特定関係式を満足するように含み、
熱間圧延してコイルに巻き取ったのちに熱処理することにより、実質的にフェライト組織
にTiと、MoおよびＷのうちの１種以上とを含む炭化物が分散析出した組織の鋼板となり、
鋼板幅方向の中央部と端部の降伏応力の差が39MPa以下である優れた材質均一性を有する
鋼板が得られるとしている。しかし、特許文献３に記載された技術では、幅方向の材質変
動をある程度低減することができるが、Mnの偏析により、鋼板（コイル）長手方向の位置
の違いで引張強さが変動し、材質均一性に問題を残していた。
【０００７】
　また、特許文献４には、強度安定性に優れた高成形性高張力鋼板が記載されている。特
許文献４に記載された技術では、Ｃ：0.03～0.15％、Mn：0.2％以上、Ｎ：0.01％以下、T
i：0.05～0.35％を含み、かつMo：0.6％以下、Ｗ：1.5％以下から選ばれた１種以上を含
み、単独で含む場合にはそれぞれMo：0.1％以上、Ｗ：0.2％以上であり、Ex.Ｃが0.015％
以下、MnがEx.Ｃとの特定関係を満たす組成と、実質的にフェライト組織に、Tiと、Moお
よびＷのうちの１種以上とを含む10nm未満の析出物が分散析出した組織を有する鋼板とし
ている。これにより、引張強さ550MPa以上を有する強度安定性に優れた高張力鋼板が得ら
れるとしている。しかし、Mnを１％以上含有すると、Mnの偏析により、強度の安定性が低
下し、幅方向の強度の安定性が保てないという問題があった。
【０００８】
　また、特許文献５には、形状凍結性に優れた高伸びフランジ性鋼板が記載されている。
特許文献５に記載された技術では、フェライトまたはベイナイトを面積率で最大相とし、
粒界における鉄炭化物の占有率が0.1以下で、かつこの鉄炭化物の最大粒子径が１μm以下
であり、少なくとも板厚中心における板面に平行に特定方位の結晶を揃えた集合組織を有
し、ｒ値が特定範囲にある鋼板とする。これにより、スプリングバック量が小さくなり、
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形状凍結性が向上するとしている。しかし、特許文献５に記載された技術では、特定の集
合組織をコイルの長手方向、幅方向に安定して、確保することが難しく、安定した強度を
有する鋼板を得ることが難しいという問題がある。
【０００９】
　また、特許文献６には、質量％で、Ｃ：0.02～0.08％、Si：0.01～1.5％、Mn：0.1～1.
5％、Ti：0.03～0.06％を含有し、TiとＣの比をTi/C: 0.375～1.6に調整し、TiCを0.8～3
nm、平均個数密度を1×1017個/cm3以上とする引張強さ540～650MPaとする省合金型高強度
熱延鋼板が記載されている。特許文献６に記載された技術では、600℃以下の温度で巻き
取ることでTiCを微細分散させて、引張強さ：540MPa以上の高強度を確保している。しか
し、析出物の大きさを0.8～3nmの範囲に限定しても、引張強さよりも析出物のサイズの変
化に敏感な降伏強さが大きく変動する。そして、特許文献６の実施例に示すように、引張
強さ：590MPa級以上を確保するには、巻取り温度：575℃以下で、かつ１％以上のMnもし
くは、0.07％以上のＣを含有する必要があり、安定して強度が得られないという問題があ
る。
【００１０】
　また、特許文献７には、強度延性バランスに優れた高強度鋼板が記載されている。特許
文献７に記載された技術は、質量％で、Ｃ：0.01～0.2％、Mn：0.20～3％を含み、Ti：0.
03～0.2％、Nb：0.01～0.2％、Mo：0.01～0.2％、Ｖ：0.01～0.2％のうちの１種または２
種以上を含み、フェライト単相組織が、結晶粒内に８nm以下の析出物またはクラスターの
個数密度が異なる、硬質フェライト結晶粒Ａと軟質フェライト結晶粒Ｂの２種の結晶粒か
らなり、強度延性バランスに優れた熱延鋼板である。結晶粒ごとに硬さを変えることで、
DP鋼の加工硬化挙動を擬似的に再現しようとするものである。特許文献７に記載された技
術では、SiもしくはAlを単独であるいは複合して多量に含有する必要があり、Si、Alを多
量含有して初めて、８nm以下の析出物またはクラスターの分布を所定の個数密度で分散さ
せることができるとしている。さらに、特許文献７に記載された技術では、強度確保の観
点より、実施例に示されるように、0.87％以上のMn含有を必要としている。さらに、特許
文献７に記載された技術では結晶粒ごとでのクラスターの分布制御は、結晶粒ごとの強度
のばらつきを助長し、コイル内で安定した材質を得ることはできないという問題がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１１】
【特許文献１】特開2007－308771号公報
【特許文献２】特開2004－250743号公報
【特許文献３】特開2003－321734号公報
【特許文献４】特開2003－321735号公報
【特許文献５】特開2002－363693号公報
【特許文献６】特開2011－26690号公報
【特許文献７】特開2007－247046号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　特許文献１～７に記載された技術ではいずれも、概ね、高強度化と加工性および形状凍
結性の向上が期待できるとしているが、同一鋼板（コイル）内での、強度の変化が大きく
、強度が安定しないため、同一の鋼板（コイル）から作製された部品（部材）内でも寸法
精度が異なり、寸法精度が安定した部品を製造することが難しいという問題がある。
　本発明は、かかる従来技術の問題を解決し、コイル内での機械的特性の変動が小さく、
寸法精度が安定した部品の製造が可能な、伸びフランジ性に優れた高強度熱延鋼板および
その製造方法を提供することを目的とする。ここでいう「高強度熱延鋼板」とは、降伏強
さYS：530MPa以上、好ましくは引張強さTS：590MPa以上の高強度を有する熱延鋼板をいう
ものとする。
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【課題を解決するための手段】
【００１３】
　一般的に、プレス成形部品の寸法精度は、スプリングバック量で評価される。安定した
寸法精度を有する部品とは、同種の部品間で、スプリングバック量が一定であるものをい
う。「スプリングバック」量は、加工を終了し、変形応力を除荷した時の変形量であるが
、素材の降伏強さに依存する。したがって、安定した寸法精度の部品とするためには、素
材の降伏強さを一定に調整する必要があることになる。
【００１４】
　本発明者らは、上記した目的を達成するため、降伏強さ：530MPa以上に高強度化された
高強度熱延鋼板における、コイル内での強度変動におよぼす各種要因について鋭意検討し
た。その結果、強度変動の要因の一つとして硬質相の大きさや分布形態の変動があること
に思い至り、硬質相の生成を排除するため、金属組織を、フェライト結晶粒の集まりより
なる実質的にフェライト相単相組織とすることとした。というのは、降伏強さ：530MPa以
上と高強度化された熱延鋼板では、鋼板組織に多種多様な相が含まれる場合があり、各相
分率の変化、各相硬さの変化により、鋼板強度は大きく変化する。そこで、本発明者らは
、この強度変化は、金属組織を多種多様な相を含む複合組織としたのでは簡単に抑制でき
ないと考えて、金属組織を単相化する必要があることに想到した。
【００１５】
　さらに、結晶粒を微細化した組織では、僅かな結晶粒径の変動も、強度変動の大きな要
因となると考え、結晶粒の微細化を積極的に行わないことにした。そして、本発明者らは
、フェライト相単相組織で、極端な細粒化による強化を行わない鋼板では、強度変動の大
きな要因は、炭化物の大きさやその析出量の変動にあることに想到した。
　そして、更なる検討の結果、炭化物の大きさやその析出量の変動は、炭化物の析出のタ
イミングのばらつきにあることを突き止めた。そして、炭化物の析出のタイミングのばら
つきは、SiおよびMn量を低減することにより解消することを新規に見出した。
【００１６】
　まず、本発明者らは、鋼中のMn量が多いときに、幅方向の引張強さが変化することを見
い出し、Mn量を削減することに思い至った。というのは、鋼中のMn量が多いと、Mnが偏析
し、その部位で炭化物の析出タイミングが遅くなり、さらにはMnによる固溶強化により、
その部位が異常に硬質化する。そのため、従来の高強度鋼板では、通常の含有量であると
考えられてきた0.8％以上のMn含有によって、強度の大きな変動が生じることを見いだし
た。また、Siについても、通常の含有量であると考えられてきた0.3％以上の含有でも、M
nと同様に鋼板組織の変化、すなわち強度変動の原因になることを突き止めた。
【００１７】
　このようなことから、本発明者らは、SiおよびMn量を低減し、組織を実質的にフェライ
ト相単相とし、さらにフェライト相のフェライト結晶粒内に均一に超微細なTiCを分散さ
せた組織とすれば、鋼板（コイル）各位置で、炭化物の大きさと析出量とを一定に保つこ
とができ、降伏強さ：530MPa以上の高強度を維持しながら、鋼板（コイル）内での強度変
動が著しく小さい、高強度熱延鋼板が得られることを知見した。ここで、本発明における
「実質的にフェライト相単相」とは。光学顕微鏡および走査型電子顕微鏡で500～5000倍
で観察したときに、フェライト結晶粒が金属組織の95％以上を占めている場合をいう。
【００１８】
　本発明は、かかる知見に基づき、さらに検討を加えて完成されたものである。すなわち
、本発明の要旨はつぎのとおりである。
（１）質量％で、Ｃ：0.010％超0.06％以下、Si：0.3％以下、Mn：0.8％以下、Ｐ：0.03
％以下、Ｓ：0.02％以下、Al：0.1％以下、Ｎ：0.01％以下、Ti：0.05～0.10％を含有し
、残部Fe及び不可避不純物よりなる組成と、さらにフェライト相が面積率で95％以上を占
め、フェライト結晶粒が１μm以上の平均粒径を有し、かつフェライト結晶粒内に平均粒
径：７nm以下のTiCを分散析出させた金属組織とを、有し、コイル内での機械的特性の変
動が小さいことを特徴とする降伏強さ530MPa以上で、伸びフランジ性に優れた高強度熱延
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鋼板。
（２）（１）において、前記組成に加えてさらに、質量％で、Ｂ：0.0020％以下を含有す
ることを特徴とする高強度熱延鋼板。
（３）（１）または（２）において、前記組成に加えてさらに、質量％で、Cu、Ni、Cr、
Co、Mo、Sb、W、As、Pb、Mg、Ca、Sn、Ta、Nb、V、REM、Cs、Zr、Znのうちから選ばれた
１種または２種以上を合計で、1％以下含有することを特徴とする請求項１または２に記
載の高強度熱延鋼板。
（４）（１）ないし（３）のいずれかにおいて、前記TiCが、TとＣとの原子数比、Ti／Ｃ
が1未満であることを特徴とする高強度熱延鋼板。
（５）（１）ないし（４）のいずれかにおいて、表面にめっき層を有することを特徴とす
る高強度熱延鋼板。
（６）（５）において、前記めっき層が、亜鉛めっきまたは亜鉛含有合金めっきであるこ
とを特徴とする高強度熱延鋼板。
（７）鋼素材に、粗圧延、仕上圧延からなる熱間圧延を施し、仕上圧延終了後、冷却し、
巻き取り、熱延鋼板とする熱延鋼板の製造方法であって、前記鋼素材を、質量％で、Ｃ：
0.010％超0.06％以下、Si：0.3％以下、Mn：0.8％以下、Ｐ：0.03％以下、Ｓ：0.02％以
下、Al：0.1％以下、Ｎ：0.01％以下、Ti：0.05～0.10％を含有し、残部Fe及び不可避不
純物よりなる組成を有する鋼素材とし、前記鋼素材に、オーステナイト単相域に加熱した
のち、仕上圧延終了温度：860℃以上1050℃以下となる仕上圧延を施し、該仕上圧延終了
後から750℃までの温度域で、30℃／ｓ以上の平均冷却速度で冷却し、巻取り温度：580℃
以上700℃以下でコイル状に巻き取り、コイル内の機械的特性の変動が小さい熱延板とす
ることを特徴とする降伏強さ530MPa以上で、伸びフランジ性に優れた高強度熱延鋼板の製
造方法。
（８）（７）において、前記組成に加えてさらに、質量％で、Ｂ：0.0020％以下を含有す
ることを特徴とする高強度熱延鋼板の製造方法。
（９）（７）または（８）において、前記組成に加えてさらに、質量％で、Cu、Ni、Cr、
Co、Mo、Sb、Ｗ、As、Pb、Mg、Ca、Sn、Ta、Nb、Ｖ、REM、Cs、Zr、Znのうちから選ばれ
た１種または２種以上を合計で、1％以下含有することを特徴とする高強度熱延鋼板の製
造方法。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明によれば、降伏強さ：530MPa以上の高強度を維持しながら、コイル内での機械的
特性の変動が小さく、伸びフランジ性に優れた高強度熱延鋼板を容易に製造でき、産業上
格段の効果を奏する。また、本発明によれば、寸法精度が安定した部品の製造が可能とな
り、自動車車体の軽量化、製品の軽量化に寄与するという効果もある。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　本発明熱延鋼板は、Ｃ：0.010％超0.06％以下、Si：0.3％以下、Mn：0.8％以下、Ｐ：0
.03％以下、Ｓ：0.02％以下、Al：0.1％以下、Ｎ：0.01％以下、Ti：0.05～0.10％を含有
し、残部Fe及び不可避不純物よりなる組成を有する。
　まず、本発明熱延鋼板の組成限定理由について、説明する。以下、とくに断わらない限
り、質量％は単に％で記す。
【００２１】
　Ｃ：0.010％超0.06％以下
　Ｃは、本発明では、Tiと結合し炭化物（TiC）として析出し、強度増加に寄与する元素
である。このような効果を得るためには、0.010％を超える含有を必要とする。0.010％以
下では、降伏強さ530MPa以上の高強度を確保することができない。一方、0.06％を超える
含有は、パーライトが生成して強度の安定性が低下するうえ、伸びフランジ性も低下する
。このため、Ｃは0.010％超0.06％以下の範囲に限定した。なお、好ましくは0.010～0.02
5％である。
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【００２２】
　Si：0.3％以下
　Siは、鋼板強度を増加させるが、伸びを低下させない元素として、従来から含有されて
きた元素であるが、本発明では、Siは焼入れ性を向上させ、マルテンサイト、ベイナイト
等の硬質相を形成しやすくし、鋼板強度の変動に大きな影響を与える。このため、本発明
では、できるだけ低減することが望ましいが、0.3％までは許容できることから、Siは0.3
％以下に限定した。なお、好ましくは0.2％以下、さらに好ましくは0.1％以下である。
【００２３】
　Mn：0.8％以下
　Mnは、Siと同様に、固溶して鋼板の強度を増加させる元素であり、従来は積極的に利用
してきた。しかし、Mnは、Siと同様に、焼入れ性を向上させ、マルテンサイト、ベイナイ
ト等の硬質相を生成しやすくし、鋼板強度の変動に大きな影響を及ぼす。また、Mnは、偏
析しやすく、偏析した箇所（偏析部）では、部分的に変態点が低温化し、硬質相を形成し
て部分的に強度を高めるため、鋼板内（コイル内）で強度が変動し、強度の安定性が低下
する。このようなことから、Mnはできるだけ低減することが望ましいが、0.8％までは許
容できる。このため、Mnは0.8％以下に限定した。なお、好ましくは0.15～0.55％である
。
【００２４】
　Ｐ：0.03％以下
　Ｐは、鋼板中でフェライト粒界等に偏析して、伸びフランジ性を低下させるため、でき
るだけ低減することが望ましいが、0.03％までは許容できる。このため、Ｐは0.03%以下
に限定した。なお、好ましくは、0.02％以下、さらに好ましくは0.01％以下である。
　Ｓ：0.02％以下
　Ｓは、TiSを形成してTiを消費するため、強度変動の要因にもなる。このようなことは
、0.02％を超えて含有した場合に顕著となる。このため、Ｓは0.02％以下に限定した。な
お、好ましくは、0.005％以下、さらに好ましくは0.001％以下である。
【００２５】
　Al：0.1％以下
　Alは、脱酸剤として作用する元素である。このような効果を得るためには、0.005％以
上含有することが望ましい。一方、0.1％を超えて含有すると、Al酸化物として残存し、
凝集して粗大なAl酸化物（アルミナ）となりやすい。粗大なAl酸化物は、破壊の起点とな
り、強度が変動しやすくなる。このため、強度安定性の確保という観点から、Alは0.1％
以下に限定した。なお、好ましくは0.015～0.065％である。
【００２６】
　Ｎ：0.01％以下
　Ｎは、鋼中でTiと結合してTiNを形成するため、Ｎが0.01％を超えて多量になると、炭
化物となりうるTi量がＮの存在により低下し、所望の高強度を確保できなくなる。粗大な
TiNの析出はTiを消費し、強度を担う微細TiCの析出量を低減し、強度変化の原因になると
ともに、加工時の破壊の起点になりやすく、伸びフランジ加工性も低下する。このため、
Ｎは本発明においては、有害な元素としてできるだけ低減することが望ましい。このよう
なことから、Ｎは0.01％以下に限定した。なお、好ましくは0.006％以下である。
【００２７】
　Ti：0.05～0.10％
　Tiは、本発明において所望の高強度を確保するための重要な元素であり、微細なTiCを
形成して鋼板を高強度化する元素である。このような効果を得るためには、0.05％以上の
含有を必要とする。Tiが0.05％未満では、所望の高強度である、降伏強さ530MPa以上を確
保できない。一方、0.10％を超える含有は、固溶Tiが多くなりTiCの粗大化が抑制できな
くなり、所望の高強度を確保できなくなる。このようなことから、Tiは0.05～0.10％の範
囲に限定することが好ましい。なお、本発明では、添加されたTiは、ほぼすべてTi含有析
出物となっており、固溶状態にあるTi量は0.001%以下である。
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【００２８】
　上記した成分が基本の成分であるが、本発明では、これら基本の成分に加えて選択元素
として、Ｂ：0.0020％以下を、必要に応じて含有してもよい。
　Ｂ：0.0020％以下
　Ｂは、鋼中で固溶状態で存在して、オーステナイト（γ）→フェライト（α）変態を遅
延させ、TiCを微細に析出させる作用を有する。このような効果を得るためには、0.0010
％以上含有することが望ましいが、0.0020％を超える含有は、γ→α変態が抑制されすぎ
て、ベイナイト相等が生成しやすくなり、伸びフランジ加工性が劣化し、また、鋼板幅方
向の強度安定性が低下する。このため、含有する場合には、Ｂは0.0020％以下に限定する
ことが好ましい。
【００２９】
　なお、上記した成分以外に、Cu、Ni、Cr、Co、Mo、Sb、W、As、Pb、Mg、Ca、Sn、Ta、N
b、V、REM、Cs、Zr、Znのうちの１種または２種以上を含有する場合でも、これらの合計
含有量が１％以下であれば、本発明の効果への影響は少ないため、合計で１％以下であれ
ば許容できる。上記した成分以外の残部は、Fe及び不可避不純物である。
　つぎに、本発明熱延鋼板の組織限定理由について説明する。
【００３０】
　本発明熱延鋼板は、上記した組成を有し、フェライト相が面積率で95％以上を占める金
属組織を有し、フェライト相中のフェライト結晶粒が１μm以上の平均結晶粒径を有し、
かつフェライト結晶粒内に平均粒径：７nm以下のTiCを分散析出させた金属組織を有する
。
　金属組織：フェライト相が面積率で95％以上
　本発明では、金属組織をフェライト結晶粒からなる実質的にフェライト相単相とするこ
とが重要である。フェライト相以外に、マルテンサイト相やベイナイト相などの硬質相を
多量に含むと、その組織分率に依存して強度が変動する。このため、鋼板（コイル）内の
強度変動を抑えるために、金属組織は実質的にフェライト相単相とした。ここでいう「実
質的にフェライト単相」とは、組織全体に対するフェライト相の面積率で100％である場
合以外に、当該相が、組織全体に対する面積率で、95％以上、好ましくは98％超である場
合を含む。ここでいう「金属組織」とは、光学顕微鏡や走査型電子顕微鏡で500～5000倍
で観察するときに見られる金属組織をいう。
【００３１】
　フェライト結晶粒の平均結晶粒径：１μm以上
　本発明では、コイル（鋼板）内の強度変動を少なくするため、強度を変動させる要因を
極力排除する。このため、本発明では、強度増加の有効な手段である結晶粒の積極的な微
細化は行わない。フェライト結晶粒径が１μm未満となると、微細化による強化が急激に
増大する領域となり、強度がフェライト結晶粒径に大きく依存するようになる。そのため
、コイル（鋼板）内の僅かな結晶粒径の変化により、強度が大きく変動するようになる。
このようなことから、フェライト結晶粒の平均粒径を１μm以上に限定した。
【００３２】
　フェライト結晶粒内に析出したTiCの平均粒径：７nm以下
　本発明では、フェライト結晶粒内に微細なTi炭化物（TiC）を析出させて、降伏強さ：5
30MPa以上となる高強度化を図る。微細炭化物の析出のみを制御して高強度化するため、
安定して所望の強度を確保できる。TiCの平均粒径が７nmを超えて大きくなると、降伏強
さ：530MPa以上の高強度を確保しにくくなる。このため、TiCの平均粒径は７nm 以下に限
定した。
【００３３】
　TiC中の、TiとＣとの原子数比、Ti／Ｃ：0.7以上1未満
　Ti炭化物（TiC）中のTiとＣの原子数比Ti/Cは、TiCを微細に析出させるために、重要と
なる。TiCが析出する際に炭化物中のTiがCよりも過剰に存在すると、Ti炭化物（TiC）が
粗大化しやすくなる。このため、TiC中のTiとＣの原子数比、Ti/Cを１未満に限定する。
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また、微量なNb、V、Mo、WがTiCに固溶している場合があるが、本発明ではこのようなNb
、V、Mo、Wが固溶したTiCを含めてTiCと表した。なお、Ti／Ｃ：0.7以上で本発明の効果
が確認されている（表３参照）。
【００３４】
　また、鋼板に耐食性を付与するために、鋼板表面にめっき層を設けてもよい。本発明熱
延鋼板は、表面にめっき層を形成しても、本発明の効果を損なうことはない。表面に形成
するめっき層の種類は、特に限定する必要はなく、電気めっき、溶融めっき等、いずれで
あっても何ら問題はなく、適用できる。溶融めっきとしては、溶融亜鉛めっき、溶融アル
ミめっきなどが挙げられる。また、溶融亜鉛めっき後に、溶融亜鉛めっき層を合金化した
合金化溶融亜鉛めっきとしても、何ら問題はない。
【００３５】
　つぎに、本発明熱延鋼板の好ましい製造方法について説明する。
　本発明の製造方法では、鋼素材に、粗圧延、仕上圧延からなる熱間圧延を施し、仕上圧
延終了後、冷却し、巻き取り、熱延鋼板とする。この際、オーステナイト単相域に加熱し
たのち、仕上圧延終了温度：1050℃以下となる仕上圧延を施し、該仕上圧延終了後から75
0℃までの温度域で、30℃／ｓ以上の平均冷却速度で冷却し、巻取り温度：580℃以上700
℃以下でコイル状に巻き取ることを特徴とする。
【００３６】
　本発明においては、鋼素材の製造方法はとくに限定する必要はなく、転炉、電気炉等の
常用の溶製炉で、上記した組成の溶鋼を溶製し、連続鋳造法等の常用の鋳造方法で、スラ
ブ等の鋼素材とすることが好ましい。なお、造塊－分塊圧延法、薄スラブ連続鋳造法等、
常用の鋳造方法を適用してもよい。
　得られた鋼素材に、粗圧延および仕上圧延を施すが、粗圧延に先立ち、鋼素材をオース
テナイト単相域に加熱する。粗圧延前の鋼素材が、オーステナイト単相域まで加熱されて
いないと、鋼素材中に存在するTiCの再溶解が進行せず、圧延後にTiCの微細析出が達成さ
れない。したがって、粗圧延に先立ち、鋼素材をオーステナイト単相域に加熱する。加熱
温度は、1100℃以上とすることが好ましい。一方、加熱温度が過剰に高温となると、表面
が過剰に酸化されTiO２が形成され、Tiが消費され、鋼板になった場合に表面近傍の硬さ
が低下する。このため、加熱温度は1300℃以下とすることが好ましい。なお、鋳造後の鋼
素材を加熱することなく、直送圧延してもよい。なお、粗圧延の条件はとくに限定する必
要はない。
【００３７】
　仕上圧延終了温度： 860℃以上1050℃以下
　仕上圧延終了温度が1050℃を超えて高温となると、フェライト結晶粒が粗大化しやすく
なり、鋼板強度が顕著に低下する。このため、仕上圧延終了温度は1050℃以下とした。一
方、仕上圧延終了温度が860℃未満では、最終的に得られるフェライト粒が１μm未満とな
り、結晶粒の微細化効果が顕著となるため、鋼板内の強度変動が大きくなりやすい。この
ため、仕上圧延終了温度は860℃以上とした。なお、好ましくは、900℃以上である。
【００３８】
　仕上圧延終了後から750℃までの温度域での平均冷却速度：30℃/s以上
　微細なTiCを得るためには、仕上圧延終了後、加速冷却し、可能な限り低い温度でγ→
α変態が生じるようにすることが必要となる。冷却速度が30℃/ｓ未満と遅くなると、γ
→α変態が高温で生じるようになり、フェライト中に析出したTiCが粗大化しやすく、微
細なTiCが得にくくなる。このようなことから、仕上圧延終了後から750℃までの温度域で
の平均冷却速度は30℃/s以上とした。なお好ましくは50℃/s以上である。また、冷却速度
の上限は、幅方向の冷却の不均一を招きやすくなるため、450℃/ｓ以下とすることが好ま
しい。　
【００３９】
　巻取り温度：580℃以上700℃以下
　巻取り温度が580℃未満では、ベイニティックフェライトやベイナイトが生じるように
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なり、実質的にフェライト相単相組織が得にくくなる。このため、巻取り温度は580℃以
上とした。なお、好ましくは600℃以上である。一方、700℃を超える巻取り温度では、パ
ーライトや粗大なTiCが生成して、強度が低下しやすくなる。このため、巻取り温度は700
℃以下とした。なお、好ましくは680℃以下である。
【００４０】
　上記した工程で製造された熱延鋼板には、さらに鋼板表面にめっき層を形成する、めっ
き処理を行ってもよい。表面に形成するめっき層の種類は、特に限定する必要はなく、電
気めっき、溶融めっき等、いずれであっても何ら問題はなく、適用できる。溶融めっきと
しては、溶融亜鉛めっき、溶融アルミめっきなどが挙げられる。また、溶融亜鉛めっき後
に、溶融亜鉛めっき層を合金化した合金化溶融亜鉛めっきとしても、何ら問題はない。
【００４１】
　以下、さらに実施例にしたがって、本発明をさらに詳細に説明する。
【実施例】
【００４２】
（実施例１）
　表１に示す組成の溶鋼を常用の溶製方法（転炉）で溶製し、連続鋳造法でスラブ（鋼素
材）（肉厚：270mm）とした。これらのスラブを、表２に示す加熱温度に加熱し、粗圧延
して、ついで、表２に示す条件で仕上圧延を施し、仕上圧延終了後、750℃までの温度域
の平均で、表２に示す平均冷却速度で加速冷却し、表２に示す巻取り温度でコイル状に巻
き取り、板厚：2.3mmの熱延鋼板とした。なお、一部の熱延鋼板（鋼板No.6～10）には、
酸洗して表面スケールを除去したのち、溶融亜鉛めっき処理を施し、鋼板表面にめっき層
を形成した。さらに一部の鋼板では、めっき層の合金化処理を行い、合金化溶融亜鉛めっ
き層とした。めっきの付着量は45g/m2とした。
【００４３】
　得られた熱延鋼板について、組織観察、引張試験、穴拡げ試験を実施した。試験方法は
つぎのとおりである。
（１）組織観察
　得られた鋼板から、組織観察用試験片を採取して、圧延方向に平行な断面（L断面）が
観察面となるように研磨し、ナイタール液で腐食し、光学顕微鏡（倍率：500倍）および
走査型電子顕微鏡（倍率：3000倍）で組織を観察し、撮像した。得られた組織写真から、
画像解析装置を用いて、組織の種類およびその面積率を算出した。また、圧延方向に平行
な断面を鏡面研磨し、ナイタール腐食液で腐食し、フェライト粒を現出させて光学顕微鏡
（倍率：100倍）で組織を撮像した。得られた組織写真について、圧延方向、板厚方向に
それぞれ10本の直線を、100μｍ以上の間隔で引き、粒界と直線との交点の数をかぞえた
。全線長を交点の数で割ったものをフェライト粒一つの線分長として、これに1.13を乗じ
てASTMフェライト粒径を求めた。
【００４４】
　また、得られた鋼板から、透過型電子顕微鏡観察用試験片を採取し、機械研磨、化学研
磨により、透過型電子顕微鏡観察用薄膜とした。得られた薄膜を用いて、透過型電子顕微
鏡（倍率：340000倍）で組織を観察し、各５視野で撮像した。得られた組織写真を用い、
合計で100個のTiCについて、その最大径ｄ（ディスク上下面での最も大きい部分の直径）
と、ディスク上下面に直交する方向におけるディスク状析出物の径（厚さ）ｔとを測定し
、それらの算術平均値（平均粒径ddef＝（ｄ＋ｔ）／２）を、各鋼板におけるTiCの平均
粒径と定義した。
【００４５】
　また、得られた鋼板から、電解抽出用試験片を採取し、ＡＡ系電解液中で電解して、抽
出残渣を捕集した。得られた電解抽出残渣を、透過型電子顕微鏡で観察し、TiCについて
、EDX（エネルギー分散X線分光分析器）でTi濃度を、EELS（電子エネルギー損失分光分析
器）でC濃度を定量し、TiC中のTiとＣの原子数比Ti/Cを算出した。
（２）引張試験
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　得られた熱延鋼板から、引張方向が圧延方向と平行になるようにJIS 5号試験片（GW：2
5mm、GL：50mm）を採取した。採取位置は、鋼板長手方向で先端から150mの位置で、幅中
央位置と、幅方向端から内側に50mmの幅端側位置の２箇所とし、各箇所各１本採取した。
得られた引張試験片を用いて、JIS Z2241の規定に準拠して引張試験を行い、引張特性（
降伏強さYS、引張強さTS）を測定した。幅中央位置と幅端側位置との降伏強さの差ΔYSを
求め、強度変動の指標とした。なお、ΔYSが20MPa以下である場合を、強度変動が少ない
として○、それ以外の場合を×として評価した。
（３）穴拡げ試験
　得られた熱延鋼板から、穴拡げ試験片（130×130mm）を切り出し、試験片の中央位置に
、ポンチで10mmφの穴をクリアランス12.5%で打ち抜き、ポンチの打抜き方向に、頂角60
度の円錐ポンチを挿入し、穴を拡げた。板厚を貫通する明瞭な亀裂が発生した段階で円錐
ポンチの挿入を中止し、試験片を取り出してその穴の直径を測定した。穴拡げ後の穴径と
穴拡げ前の穴径の差を穴拡げ前の値で割り、それに100を書けた数字を穴拡げ率（％）と
して算出し、伸びフランジ性の指標とした。なお、穴拡げ率100％以上の場合を伸びフラ
ンジ性に優れると評価した。
【００４６】
　得られた結果を表３に示す。
【００４７】
【表１】

【００４８】
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【表２】

【００４９】
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【表３】

【００５０】
　本発明例はいずれも、降伏強さYS：530MPa以上の高強度を維持しつつ、ΔYSが20MPa以
下と幅方向での強度変動が少なく、コイル内での機械的特性の変動が小さくなっており、
しかも、穴拡げ率が100％以上と伸びフランジ性にも優れた高強度熱延鋼板となっている
。一方、本発明の範囲を外れる比較例は、降伏強さYS：530MPa未満と強度が低下している
か、ΔYSが20MPa超えて幅方向での強度変動が大きくなっているか、穴拡げ率が100％未満
と伸びフランジ性が低下しているか、或いはそれらがすべて低下している。
（実施例２）
　表１に示す鋼No.H、No.Mの組成の溶鋼を転炉で溶製し、実施例１と同様に、連続鋳造法
でスラブ（肉厚：270mm）とした。これらのスラブを、表２に示す鋼板No.8、No.12と同様
の条件で、加熱し、粗圧延、仕上圧延を施し、さらに加速冷却し、コイル状に巻取り、板
厚2.6mmの熱延鋼板とした。得られたコイルについて、表４に示す長手方向の各位置で、
板幅方向中央部から、JIS 5号引張試験片、穴拡げ試験片を採取し、実施例１と同様の条
件で引張試験、穴拡げ試験を実施した。得られた結果を表４に示す。なお、長手方向の40
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m位置を基準にして長手方向各位置での降伏強さの差ΔYSも併せて示す。
【００５１】
【表４】

【００５２】
　いずれのコイルにおいても長手方向の機械的特性の変化は小さい。
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